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１. は じ め に
｢生殖補助医療｣ とは, 生殖を補助することを目的として行われる医療
をいう｡ たとえば, 人工授精, 体外受精, 顕微授精および代理懐胎等がそ
れにあたる
(１)
｡ なかでも, 第三者の精子を妻の子宮に医学的に注入する提供
精子による人工授精 (artificial insemination with donor’s semen : AID) は,
日本で1949年に, その技術を利用して生まれた子 (AID子) が生まれて以
降, 広く利用されてきた
(２)
｡ AIDに限らず, 生殖補助技術一般の発展に比例
して, 生殖補助医療によって子を持つ家族は増加の一途をたどっている
(３)
｡
もっとも, 日本には生殖補助医療を規制する法律はなく, 日本産科婦人
科学会を中心とした医師の自主規制のもとで生殖補助医療が行われている｡
しかし, 厚生労働省, 法務省, 日本学術会議などで, 法制度化に向けて議
論が重ねられてきた
(４)
｡
ところで, 生殖補助医療のなかでも, 家族関係において問題とされてき
たのは, AIDや非配偶者間体外受精といった, 夫婦の配偶子 (精子・卵子)
を用いず, 第三者＝ドナーの配偶子を用いる技術である
(５)
｡ この場合に生ず
る法的諸問題の一つに, このドナーはどのような法的地位におかれるのか
ということがある｡
ドナーと出生した子との間には血縁関係があるため, 現行の日本民法上,
認知または認知の訴えを行うことによって親子関係が生ずる余地がある
(民法第779条, 第787条
(６)
)｡ しかし, 日本では, ドナーは親になれず, した
がってドナーの配偶子を用いて出生した子との関係に法律上の親子関係は
発生しないと理解されてきた
(７)
｡ 新聞報道によれば, 政府与党の自民党も,
この考え方にしたがい, ｢精子提供では提供者ではなく法律上の夫を 『父』
とする民法の特例法案｣ の提出を目指している
(８)
｡
諸外国の状況を見てみれば, ドナーと提供配偶子により出生した子との
間に親子関係の発生を認めないとすることを, 法律上明文で規定している
ところもある
(９)
｡ したがって, 日本に特有の取扱いというわけではない｡
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ところが, 生殖補助医療の先進国であるアメリカでは, ドナーと子との
間に親子関係の発生を認める裁判例が出始めている｡ はたして, それはど
のような法論理によるものなのか｡ 普遍的に妥当するものならば, 日本に
おける立法作業においても考慮されてしかるべきだろう｡
本稿は, ドナーの法的地位について注目すべき判断を示したアメリカ・
カリフォルニア州の事例をてがかりに, この問題に関する論点を整理し,
日本での法制化に向けての提言を行うものである｡
２. カリフォルニア州における従前の取り扱い
(１) 制定法
｢人工授精により懐胎した子の実父｣ と題する家族法7613条は, 次のよ
うに規定していた｡
｢ 認定内科医および外科医の監督の下, 夫の同意を得て, 妻が夫以外
の男性が提供した精子により人工的に授精する場合, 法律上, 夫は,
その精子により懐胎した子の実父だったかのように扱われる｡ 夫の同
意は書面で行われるものとし, かつ夫と妻はそれに署名しなければな
らない｡ ……
 妻以外の女性の人工授精に使用される精子を, 認定内科医および外
科医に提供したドナーは, 法律上, あたかもそれにより懐胎した子の
実父ではなかったかのように扱われる
(10)
｡｣
この規定は, 統一親子関係法 (UPA (1973)) の５条
(11)
と同様の内容であ
り, カリフォルニア州の旧民法典7005条を踏襲したものである｡ UPA
(1973) の５条は, 次のような定めだった｡
｢妻以外の既婚女性の人工授精に使用される精子を, 認定医に提供した
ドナーは, 法律上, あたかもそれにより懐胎した子の実父ではなかった
かのように扱われる｣｡
(桃山法学 第26号 ’17)54
カリフォルニア州は, 旧民法典7005条でこれに準拠した規定を採用す
るにあたって, ｢既婚｣ という文言を削除し, 次のように定めた｡
｢妻以外の女性の人工授精に使用される精子を認定医に提供したドナー
・・
は, あたかもそれにより懐胎した子の実父ではなかったかのように扱わ
れる｣ (傍点筆者)｡
これにより, 同規定は, すべての女性に適用されることになった｡ UPA
(1973) ５条は, その適用範囲を ｢既婚女性｣ に限定しており, 未婚女
性に精子を提供した男性は, その精子を用いた人工授精により生まれた
｢子を自宅に迎え入れ, かつ, その子を自身の実子として公然と扱ってい
る｣ ときには, 子の実父と推定される可能性があった
(12)
｡ カリフォルニア州
の議会は, この変更を施すことにより, 未婚・既婚を問わず, すべての女
性に, ドナーが父子関係確認の請求をするのではないかという恐れを抱か
せることなく, 人工授精に利用する精子を得る手段を与えた｡ 同様に, 男
性には, 子の扶養責任を負わされるのではないかという恐れを抱かせるこ
となく, 精子を提供する手段を与えたとされる
(13)
｡
2008年には, 生殖補助医療の発展を受けて, は次のように改正された
(14)
｡
｢妻以外の女性の人工授精または体外受精に使用される精子を, 認定内
科医および外科医または認定精子バンクに提供したドナーは, 法律上,
あたかもそれにより懐胎した子の実父ではなかったかのように扱われ
る
(15)
｣｡
さらに, 2011年には, に次のような但書きが追加された
(16)
｡
｢妻以外の女性の人工授精または体外受精に使用される精子を, 認定内
科医および外科医または認定精子バンクに提供したドナーは, 法律上,
あたかもそれにより懐胎した子の実父ではなかったかのように扱われる｡
ただし, 子の懐胎前に, ドナーと女性が署名した書面で, 別段のことが
合意されている場合は, この限りでない｡｣ との但書きが追加されてい
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る｡
このように, カリフォルニア州では, ①医師の監督の下で行われ, ②夫
の同意を得ている場合, 夫以外の男性が提供した精子を利用する人工授精
により懐胎した子の父は, 法律上, 同意を与えた夫とみなされる｡ 他方,
①認定医または精子バンクに, ②妻以外の女性の生殖補助医療に使用され
る精子を提供したドナーは, 別段の合意がないかぎり, その人工授精によ
り懐胎した子の父とはみなされない｡ したがって, ①②の要件をみたさな
いドナーは, 生物学上のつながりにより, 子の親とみなされる可能性があっ
たものの, ①②の要件をみたし, 別段の合意がなければ, ドナーが親にな
る余地はまったくないと読める規定だった｡
(２) 裁判例
それでは, 裁判例を見てみよう｡ 本規定を厳格に解したものとして,
2005年の Steven S. v. Deborah D. 事件
(17)
がある｡
① Steven S. v. Deborah D. 事件
【事実】
本件の当事者は婚姻関係になかったが, 男性は, 人工授精により女性を
懐胎させるために, 自らの精子を医師に提供することに合意していた｡ そ
の精子を用いた人工授精により, 女性は懐胎したが, 流産してしまった｡
当事者はその後数か月間にわたり性行為による懐胎を試みたが, 成功しな
かった｡ そこで, 女性は, 男性が医師に提供していた精子を用いて, 人工
授精にふたたび挑戦した｡ 今度は成功し, 無事に子を出生することができ
た｡ このとき, 男性は女性に付き添い, 施術中も彼女の手を握っていた｡
男性は, 子の最初の超音波検査が行われた際に, 女性とともに出席し, と
もに子の心臓の鼓動を見た｡ また, 当事者は合同セラピーセッションにも
出席し, 彼らの子に関する諸問題について話し合っていた｡ 出生の日, 女
性は男性の職場に電話をかけ, ｢おめでとう, あなたは父親になったのよ
(桃山法学 第26号 ’17)56
‘Congratulations! You’re a father!’｣ と叫んだ｡ 男性は, 同僚に向かって,
｢息子ができた｣ と大声で言っていた｡ 子のミドルネームは, 男性のラス
トネームである｡ 当事者は, 子の出生前に, そのような名前をつけること
になると話していた｡ 子は, 男性を ｢パパ｣ (‘Daddy Steve’) と呼び, 女
性も男性を子の父と呼んでいた｡ 女性は, 子の出生後, 男性を自宅で行わ
れる子の心肺機能蘇生講座に参加させるため, 招いていた
(18)
｡
しかし, 子が３歳のときに, 当事者間の関係は破綻し, 男性は, 子は性
行為により懐胎したとし, 子との親子関係を確認する申立てを提起するに
いたった｡ これに対し, 女性は, ２回目の人工授精により懐胎した子なの
で, 7613条が適用され, 男性には実父になる資格がないと主張し, これ
を争う姿勢を見せた
(19)
｡
【争点】
7613条によれば, ｢ドナー｣ に該当する者が, 父子関係確認を請求す
る余地があるのかどうか｡
【判旨】
 原審
女性の主張を認め, 人工授精により懐胎した子であると認定した｡ 他
方で, この認定にもかかわらず, パブリック・ポリシーの求めるところ
により, 本件に7613条は適用されず, 男性との父子関係を認定するこ
とを妨げるものはないとした｡ その理由は次の通り｡ すなわち, 禁反言
の法理により, 女性は, 男性が生物学上の父として有する権利を否認す
ることを禁じられる｡ 女性の行動から, 彼女が, 子の父は男性であり,
男性が子の人生の一部になると意図していたことは明らかである｡ また,
男性が, 女性の行動から, 引き続き接触および訪問できるとの期待を抱
くようになったことも明らかである｡ 男性は, 女性の行動に依拠し, 子
の父になること, 女性との懐胎を試みるために, しばしば数千マイルの
旅をすること, そして子の人生の一部になることに同意した｡ 男性以外
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に, 父と推定される者 (presumed father) または生物学上の父はいない｡
男性は, 遺伝上の父である｡ 男性を父でないと認定すれば, 子は, ２人
目の親 (second parent) が提供しうる精神的支援や経済的支援 (扶養料)
を受けられなくなる｡ 本件のように, 当事者が数か月にわたって積極的
に子を懐胎しようとしていた場合, 男性が父でないとの結論を下すのは
不適切である｡ さらに, カリフォルニア州の政策は, 父子関係の認定を
支持し, 父に扶養義務を負わせるよう求めている｡ これら諸要素を考慮
し, かつ, 子の最善の利益になるので, 女性が, 父子関係を否認するこ
とは禁じられる｡ これ以外の結果は, 州のパブリック・ポリシーに反す
ることになろう
(20)
｡
こうして, 原審は, 男性を子の実父として認め, 親子関係に付随するす
べての権利を男性に付与した｡ 女性は, この判決を不服として, 控訴した｡
 控訴審
7613条の文言は明確であり, 原審が人工授精により懐胎した子だっ
たと認定していることから, 原審判決には誤りがあったとし, 判決を破
棄, 女性の主張を認める判決を下した｡
控訴審によれば, 男性が医師に精子を提供したとき, 男性は女性以外
の者と婚姻関係にあり, 女性は離婚していた｡ 当事者がかつて婚姻関係
にあったことを立証するに足る証拠はない｡ したがって, 男性は ｢妻以
外の女性の人工授精に使用される精子を提供した者｣ であって, 7613条
が適用される事態だった
(21)
｡ 本件の事実関係からして, 7613条の適用
を妨げるものは何もない
(22)
｡
この前提の下で, パブリック・ポリシーとの関係については, 次のよ
うに言う｡ 7613条の立法趣旨は, 一方で, 認定医への精子の提供を適
用要件にすることで, 未婚の女性に, ドナーから父子関係確認の請求が
提起されることを恐れずに, 人工授精により子を産む権利を付与するこ
とにあった｡ また他方で, 男性には, 子の扶養義務を負わされることを
(桃山法学 第26号 ’17)58
恐れずに, 既婚および未婚の女性に精子を提供する権利が付与される意
味もあった
(23)
｡
男性は, 本件のように, 母が既知のドナーと性的な関係にあり, 失敗
に終わったものの, 自然懐胎を試みていた場合, 制定法の文言を厳格に
適用するのではなく, 議会の意図は父子関係の認定を支持するパブリッ
ク・ポリシーを採用することにあると認定するべきであると主張する｡
しかし, 7613条の文言は明確であり
(24)
, 議会の意図を独自に認定する必
要はない｡ 男性が先例として依拠する裁判例
(25)
も, 制定法の文言に照らし
てパブリック・ポリシーを検討しており, 裁判官独自の認識を示したわ
けではなかった
(26)
｡
7613条により, 精子が認定医に提供されていた場合, 提供された精
子で妊娠した女性と婚姻関係にないドナーが, 父子関係の確認を請求す
ることなどあり得ない｡ この場合, 例外は一切認められていない
(27)
｡ また,
本件のように, ドナーとドナーの妻ではない女性との間に性交渉がある
ときに, パブリック・ポリシーの観点から, そのような関係にあった女
性への精子の提供を禁止しようとの意図が, 議会にあったことを示唆す
るものもない
(28)
｡
本件は, 7613条を, ①精子が認定医に提供されていること, ②その精
子がドナーの妻以外の女性の人工授精に使用されたこと, という２つの要
件がみたされている場合, 当事者の意思や子の出生後にとった行動は一切
考慮されず, ドナーはその子の親にはなれないことを定める規則と解釈し
た先例である
(29)
｡
他方, 同じ年に, 一見すると, これと矛盾する判決が下されている｡ カ
リフォルニア州最高裁は, K.M. v. E.G.事件で, 男性が未婚のパートナー
に精子を提供した場合, その精子を用いた人工授精により生まれた子を,
男性とパートナーの ｢共同の家で養育する｣ 意思を双方が有していたとき
には, 7613条は適用されないとした
(30)
｡ この事件は, 次に見る Jason P.
判決の ｢足固めをした｣ と評されているので, 少し詳しく見ておこう
(31)
｡
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② K.M. v. E.G.事件
【事実】
レズビアンの関係にあった K.M.と E.G.は, 1992年に出会い, 翌年に
は親密な関係になった｡ 1994年に同居を始め, サンフランシスコでドメス
ティック・パートナー
(32)
登録を行った｡ この間, E.G.は, 人工授精を13回
試みたが, 成功しなかった｡ E.G.が診察を受けるときには, ほぼ K.M.が
付き添った｡ K.M.は, 彼女と E.G.は, 共に子を養育するつもりだった
と証言したが, E.G.は, K.M.は全面的に支援してくれたが, 彼女の意図
は ｢ひとり親になる｣ ことだったことを明確にしていたと主張した｡
1995年, 医師は K.M.の卵子を用いて体外受精を試みることを提案し,
K.M.に卵子の提供を求めた｡ その際, 医師は, K.M.は ｢ドナー｣ であっ
て, E.G.が ｢子の母になる｣ ことに同意してくれなければ, E.G.は K.M.
の卵子を受け入れないだろうと説明した｡
K.M.は, 病院で, ｢卵子提供者 (既知) に関する同意書｣ に署名した｡
同意書は, 次のような内容だった｡
・ 他の女性に提供できるようにするために, 私の卵巣から卵子を取り
出すことに同意する｡
・ 提供卵子またはそれらにより生じうる妊娠若しくは子に対するいか
なる権利も放棄し, またそれらに対するいかなる請求も放棄すること
を了解する｡
・ レシピエントが, 提供卵子とそれにより生まれる子を自身の子とみ
なすことができることに同意する｡
・ 卵子についての権利または卵子を使用して懐胎されうる子について
の権利を放棄する｡
・ レシピエントの身元確認をしないことに同意する｡
E.G.は, ｢卵子レシピエントに関する同意書｣ に署名した｡ 同意書には,
E.G.は, ｢体外受精施術によって生まれた子は, 自身の嫡出子, かつ直系
相続人であって, かかる地位に伴うあらゆる権利および特権を有すること
(桃山法学 第26号 ’17)60
を認める｡｣ と記載されていた｡
K.M.の卵子を用いた体外受精は成功し, 同年12月, 双子が生まれた｡
出生証明書には, E.G.が母として記載されていたが, 父の名はなかった｡
事前の合意にしたがい, 彼女達は, K.M.が卵子提供者であることを誰に
も言わなかった｡
出生から１か月の間に, E.G.は彼女の健康保険証に双子を追加し, す
べての雇用保険給付の受取人として双子の名前を記載した｡ また, 受取人
を双子にした生命保険も増額したが, K.M.は特に何もしなかった｡
E.G.は, 彼女の母とK.M.の両親を双子の祖父母, K.M.の兄弟姉妹を双
子のおばとおじ, そして K.M.のめいを双子のいとこ, とそれぞれ呼んで
いた｡ 学校に提出する書類には, 双子の親として, K.M.と E.G.が記載さ
れていた｡
しかし, K.M.と E.G.の関係は, 2001年３月に終わった｡ K.M.は, E.G.
が生んだ双子との親子関係を確認する本件訴訟を提起した｡ K.M.の主張
は, 次のようなものだった｡
・ 子の代理母 (gestational mother) である E.G.に卵子を提供したの
で, 未成年子の生物学上の親である｡
・ E.G.が共に子を養育することに合意したので, 卵子を提供するこ
とに合意した｡ 親になれなければ, 卵子を提供しなかった｡
・ 精子提供者をともに選択した｡
・ 上述の ｢卵子提供者 (既知) に関する同意書｣ には, ｢ドナーはレ
シピエントの身元確認をしないことを約束する｣ など, ｢おかしな｣
部分があったが, ｢自分には関係がない｣ と考えた｡ 同意書に署名し
たのは, ｢わたしたちの子を持てるように｣ するためであって, 自身
の権利を放棄する意図はなく, 親になるものだと思っていた｡
これに対し, E.G.は, 次のように反論して, この申立てを却下するよ
う求めた｡
・ 同意書には, K.M.は提供した卵子により生まれた子に対する請求
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をすべて放棄すると記載されている｡ K.M.は, この同意書に基づき,
卵子を提供した｡
・ K.M.が同意書に署名しなかったら, K.M.の卵子を受け入れなかっ
た｡ 自身の子を持ちたかったので, 同意書が保護してくれると信じ
ていた｡
・ 少なくとも５年間は, K.M.が生まれてきた子を養子にしたいと申
し出ても, 断るつもりだった｡ K.M.には, 卵子提供前にその意向を
伝えていた｡
【争点】
7613条によれば, ｢ドナー｣ に該当する者が, 親子関係の確認を請求
する余地があるのかどうか｡
【判旨】
 原審
次のような事実から, K.M.は E.G.が親権を与える意思を有していな
かったことを知っていたと認定し, E.G.による却下の申立てを認容し
た｡
・ K.M.の同意書に関する証言は, 矛盾しており, 必ずしも信頼で
きるものではない｡ 彼女は, 同意書に署名することにより, 自身の
卵子を用いた体外受精により生まれる子との法的親子関係を請求す
る権利をすべて放棄することになると認識していた｡
・ E.G.は, K.M.が生まれてきた子を養子にしたいと申し出ても,
数年間は, 養子縁組を認めるつもりはないことを K.M.に伝えてい
た｡
・ 卵子提供前に, K.M.と子との遺伝上のつながりを, 誰にも言わ
ないことに同意していた｡
・ K.M.の立場は, 家族法7613条の下で, 認定内科医および外科
医を通じて精子を提供する場合, 子に対しては法的に無関係の者
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(a legal stranger) として扱われる精子提供者のそれに類似してい
る｡ 精子提供者ができない親子関係確認請求を, 卵子提供者はでき
るとするに足る理由を見いだせない｡
・ K.M.は, 家族法7611条で規定されている親と推定される者で
あることを立証できなかった｡ 彼女は, 双子を自身の子であるかの
ように扱っていたが, 合意を遵守し, 遺伝上のつながりを秘密にし
ていたので, 子どもたちは E.G.の子として彼女たちの家に迎え入
れられていた｡
 控訴審
原審判決を支持し, 次のように述べた｡
｢当事者は, 懐胎時に, E.G.だけが子の母になるとの意思を有してい
た以上, 出生後の当事者の行動により, この合意は変更されない｡ 当事
者が懐胎時の意思を変更し, K.M.が親になることを望む場合, 養子に
よるほかはない
(33)
｡
 最高裁
カリフォルニア州最高裁は, これらの判決を覆し, K.M.と E.G.はと
もに双子の母であるとした｡
K.M.は子をなした卵子を提供しているので, 子との間に遺伝上の関
係がある｡ また, ｢妻ではない女性を授精させるために, 医師に精子を
提供する男性は父ではない｣ と規定している家族法7613条は, 適用さ
れない｡ K.M.には, 生まれた子を E.G.とともに共同の家で養育する意
思があり, そのうえで E.G.を懐胎させるために卵子を提供していたか
らである
(34)
｡
多数意見によれば, K.M.と E.G.は同居しており, 生まれてくる子を
彼女たちの共同の家に連れてくる意思を有していたことに争いはない｡
したがって, 本件の事実は真の ｢卵子提供｣ が行われた, すなわち ｢女
性が, 自身の子として養育する意思を有し, 他の女性の卵子により妊娠
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し, 子を出生する｣ という事態だったことを示していない
(35)
｡ このように,
ドナーが精子および卵子を ｢提供する｣ 意思を有さず, ドナーと遺伝上
関係のある子を設け, 自分たちで養育する意思を有している場合には,
7613条は適用されないとした先例がすでにある
(36)
｡ 本件の事実は, K.M.
と E.G.に子をともに養育する意思があったという点で, この先例のそ
れと類似している｡ それゆえ, 7613条が卵子提供者に類推適用される
としても, 本件のような事実には適用されないのである
(37)
｡
この結論は, 上述
(38)
のような7613条の制定過程からも支持される｡ 未
婚女性を含めるために, 適用範囲を拡大したことは明らかだが, 男性に
子を共同の家で養育する意思があり, そのうえで, 彼の未婚のパートナー
に精子を提供するときにも適用される予定だったことを示すに足るもの
はない
(39)
｡
注目に値するのは, Steven S. v. Deborah D. に言及している一節であ
る｡ 多数意見によれば, 控訴裁判所は, この事件で, ドナーとドナーが
提供した配偶子により懐胎した女性が知り合いで, 彼らが性的な関係を
持っていたとき, 7613条は適用されると判示したが, 彼らが同居して
いなかったという点に着目する｡ それゆえ, 子がドナーの家で養育され
る予定だった場合, 同規定が適用されるか否かについて, 判断を下した
わけではなかったとする
(40)
｡
このように, 7613条は適用されず, K.M.と双子との遺伝上の関係
に基づき, K.M.は双子の親 (E.G.とともに) であるとの結論にいたっ
た
(41)
｡ したがって, ｢男性が子を自宅に迎え入れ, 公然とその子を実子と
して扱っている場合｣, 子の父と推定されると規定している7611条に
基づき, K.Mが双子の親と推定されるか否かを審査する必要はない
(42)
｡
本件には,２つの反対意見が付されている｡
まず, Kennard 裁判官は, 親子関係を決定するにあたって, 制定法が
定めている２つの枠組みを指摘する｡ その一つは7613条であり, 婚姻
関係にない女性が医師の補助を受けて実施する人工授精に精子を提供す
(桃山法学 第26号 ’17)64
る男性は, その結果生まれた子の父ではない, と規定している｡ もう一
つは7650条で, 父子関係を決定する規則は, ｢実行できる限り｣, 母子
関係を決定するために適用するとしている｡ K.M.は, 医師が補助する
体外受精に卵子を提供しただけでなく, その結果生まれる子の親になら
ない意思を宣言することを知りながら, 自発的に同意書に署名している｡
彼女を E.G.が生んだ子の ｢親予定者｣ と ｢指定｣ する同意書を作成で
きなかった事情があったことは立証されていない｡ また, ｢公然と実子
として扱って｣ いなかったので, 7611条を類推適用しても, 母と推定
されない｡ したがって, K.M.は双子の親ではない｡ 多数意見は, 新た
な規定を挿入し, 7613条を改正している｡ ドナーと生みの母が, ドナー
は子の父にならないとの意思を有していたとしても, ｢共同の家で, 生
まれた子を養育する意思を有していた｣ ときには, 法律上はドナーが父
になるという新たな規定を｡ しかし, 規定の文言または起草過程のいず
れからも, この解釈を裏付ける根拠を見いだせない
(43)
｡
次に, Werdegar 裁判官の反対意見を見てみよう｡ 同裁判官は, この
判決が下されるまで, 母子関係に関する請求を規律する規則は明確だっ
たという｡ すなわち, 当事者の意思に基づき, 母子関係の有無を決定し
てきた
(44)
｡ この基準を本件に適用すれば, E.G.は母であり, K.M.は母で
ないとの結論にいたる｡ この点につき, 当事者の主張は対立しているが,
原審は, K.M.には子の親になる意思はないと認定しており, それを覆
すに足る十分な証拠がないからである｡ また, 多数意見が導入した新た
な規則は, 卵子提供契約の安定性を損なうおそれがある｡ 意思基準が果
たしてきた重要な機能の一つは, 生殖医療を利用した者が, 懐胎前に,
誰が親になり, 誰が親にならないのかについて, 確実で執行可能な期待
を創設できるようにすることだった｡ 先例は, 懐胎時に, E.G.だけが
子の親になると予測する権利を, E.G.に与えていた
(45)
｡ 多数意見は, そ
の権利をなきものにした｡ 今後は, 少なくとも一定の場合に, 懐胎前の
意思表示が考慮されない可能性がある｡ それゆえ, 母になる意思はない
が, 卵子の提供を希望する女性は, そのことに最大限の注意を払って,
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事を進めなければならない｡ ドナーが親 (coparent) になることは承諾
しないが, 卵子を提供することには同意する女性も, 同様である
(46)
｡
今一度確認しておこう｡ 本判決は, 7613条が適用されない ｢例外を苦
心して作り上げた
(47)
｣｡ 既知のドナーに子を ｢共同の家｣ で養育する意思が
ある場合, 本規定は適用されないという例外である｡ 多数意見によれば,
Steven S. v. Deborah D. は, 当事者が同居していない, つまり ｢共同の家｣
で養育する意思がなかった場合についての先例である｡ また, 遺伝上の関
係に基づき親子関係を認定したので, 7613条が適用されないドナーは,
7611条により, 子の親と推定されるか否かという問題には立ち入ってい
ない｡ この立場は, 親子関係の決定にあたり重要なのは, 遺伝物質が提供
された時点での当事者の意思であり, 当事者が子の出生後にとっていた行
動自体は, それを決定づけるに足る要素ではないことを示唆している
(48)
｡
多数意見は, 明文で規定されていない条件を設定し, 7613条の適用範
囲を制限しようとするものであり, ｢新たな規則｣ を制定しているという
反対意見の批判には十分な説得力があるように思われる｡ また, ｢共同の
家で養育する意思｣ が, 親子関係の確認にあたって, なぜ決定的な要素に
なるのか, その論拠も明確に示されていない｡ 下級審の事実認定を疑問視
していたのか｡ それとも, 伝統的な二親型の家族を重視し, 二親がいるか
のような外観が形成されている場合, 当事者の一方がひとり親になりたい
との希望を表明するだけでは, 法的な親子関係を制御することはできない
という言外の意味がそこには含まれているのか
(49)
｡ 判決文からは定かでない｡
さて, これらの判決から９年後, Steven S. v. Deborah D. 事件での ｢精
子が認定医に提供されていた場合, 提供された精子で妊娠した女性と婚姻
関係にないドナーが, 父子関係確認を請求することなどあり得ない｡｣ と
の判断を, 担当裁判官に ｢そのように断定すべきではなかった｣ と嘆かせ
る事案が出現した
(50)
｡ 関係各方面から大きな反響をよび, 本主題に関して一
つの節目となる事案であり, 章をあらためて, 見てみることにしよう｡
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３. 	
事件
(１) 事実
ＸとＹは, 長年同居していたが, 婚姻関係にはならなかった｡ Ｙは,
2006年12月に懐胎したが, ６週間半後に流産した｡ 2007年に, Ｙは, Ｘの
精子を用いて, 子宮腔内授精 (IUI) を２回行ったが, いずれも懐胎には
いたらなかった｡ その後, 不妊の原因が, Ｘの精子数の問題に起因する可
能性があるとの助言を受け, Ｘは, その問題に対処するために, 外科手術
を受けた｡ ＸとＹは, 体外受精 (IVF) 施術を受けることも検討し始めた｡
2008年, ＸとＹは別居し, ＹはＸの近くに住居を構えた｡ ほどなくして
Ｙは, 匿名のドナーの精子を精子バンクから購入し, Ｘに, シングル・マ
ザーとして母になる (pursue motherhood) つもりだと告げた｡ このとき,
Ｙは, “single mothers by choice” というウェブサイトを通じて, カリフォ
ルニア州では, 人工授精用に精子を提供する男性は, 法律上, 父とはみな
されないことを知った｡
同年, Ｙは, 購入した家を改築している間, Ｘのところに戻り, ２人は
同居を再開した｡ 同年11月または2009年１月
(51)
, ＸはＹに, ｢父になる用意
はないが, ＹがＸの精子を用いて懐胎することを望むならば, 口外しない
ことを条件に, それに賛同する｣ と書いた自筆の手紙を渡した｡ 結局, Ｙ
は, 彼女が購入した匿名のドナーの精子ではなく, Ｘの精子を利用するこ
とを選んだ｡
Ｘは, 認定不妊治療院に, 精子を提供した｡ この精子を利用して行った
人工授精 (IUI) 施術が成功しなかったので, Ｙは, 体外受精 (IVF) 施術
を試みることにした｡ ＸとＹは, 施術の前に, 治療院が提示したインフォー
ムド・コンセントの用紙に署名した｡ そのさい, Ｙは, ｢親予定者 (In-
tended Parent)｣ の欄に, 彼女とＸの名前を書いた｡ 施術は成功し, 同年
12月にＡが生まれた｡
Ｘは ｢親になる用意はない｣ との意向を示していたにもかかわらず, Ａ
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との関係を維持し, ＡはＸのことを ｢お父さん (Dada)｣ と呼ぶようになっ
た｡ Ｘが仕事でニューヨークに６ヵ月間滞在していたときには, スカイプ
により会話を交わした｡ ＹとＡがニューヨークを訪問し, Ａのアパートに
泊まることも数回あった｡
しかし, ＹがＸとの関係を絶ったことにより, ＸはＡと接触できなくなっ
た｡ こうして, 2012年６月, Ｘは, Ｙの子として出生したＡとの親子関係
を確認する訴えを提起した
(52)
｡
(２) 争点
Ｙは, Ｘは7613条にいうドナーであり, それゆえ, 法律上Ａの実親で
はなかったかのように扱われると主張した｡ 他方, Ｘは, ①自身は7613条
にいうドナーではない, ②7611条の下で, 親と推定される, と反論し
た
(53)
｡
(３) 判旨
① 原審
原審は, Steven S. v. Deborah D. 事件での判断に依拠し, Ｘの主張をし
りぞけた｡ すなわち, Ｘの精子が認定内科医および外科医に提供されたこ
と, ＡがＸの精子を使った IVFにより懐胎されたこと, およびＸとＹが
婚姻関係になかったことについて争いはないので, 7613条が適用される
とした｡
そして, 7613条は, ドナーと未婚の女性に関わる事案で, 父子関係を
認める唯一の手段を規定しているので, この規定にいう ｢ドナー｣ に該当
する限り, Ｘは, 法律上, Ａの実親ではなかったかのように扱われる｡ し
たがって, 7611条に基づき父子関係を確認することは認められないとし
た
(54)
｡
② 控訴審
これに対し, 控訴審は, Ｘの主張を認め, 次のような理由で, 7611条
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に基づき父子関係を確認することは認められるとした｡
 Steven S. v. Deborah D. 事件の位置付け
原審は, Steven S. v. Deborah D. 事件での判断を踏襲したが, 控訴審に
よれば, この事件での争点は, ドナーが母と親密な関係にある友人で, 母
の性交渉の相手であるときに, 7613条が適用されるか否かだったとされ
る｡ つまり, 7613条の適用を免れるドナーが, 7611条またはその他の理
論により, 親子関係を認定することができるか否かが争点ではなかった｡
それゆえ, Steven S. v. Deborah D. 事件判決は, 本件で提起されている諸
問題の先例になるものではない｡
また, 前章で見た K.M. v. E.G.事件で, カリフォルニア州最高裁が示し
た判断により, Steven S. v. Deborah D. 事件で ｢我々が断言したことの信
頼性は損なわれてしまった｣ という｡ K.M. v. E.G. 事件では, 当事者に子
を共同の家で養育する意思があり, そのうえで, 当事者の未婚のパートナー
に精子を提供したときには, 7613条は適用されないとの判断が示されて
いる｡ もっとも, 7613条の適用を免れるドナーに, 7611条を適用する
ことができるか否かは, 争点にならなかった｡
 7611条と7613条との関係
この点について, 本件の原審は, 7613条により, ドナーはいかなる理
論によっても父子関係を確認できないと判示している｡ つまり, 認定医に,
妻以外の女性の生殖補助医療に使用される精子を提供したという事実が確
認されれば, その者は ｢ドナー｣ であり, いかなる事情があっても, 法律
上, 子の親にはなれないと解した｡ しかし, 控訴審は, 7613条により,
ドナーは, 子との生物学上のつながりに基づき父子関係を確認できない
だけであって, 出生後の行動に基づき, 7611条にいう ｢推定上の親 a
presumed parent｣ であることを確認することは妨げられないという｡ 本
件の事実にそくしていえば, 懐胎時に親になる意思を有さないドナーが,
出生後, その子を自宅に迎え入れ, 自身の子であるかのように扱っていた
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ことを立証すれば, 法律上 ｢親｣ と推定されうることになる｡
控訴審によれば, 7611条の目的は, 母および子と一定の家族関係を結ん
でいた父と, 結んでいなかった者とを区別することにある
(55)
｡ 父子関係の推
定を発生させるために, 子との生物学上のつながりは要求されない
(56)
｡ また,
推定上の (推定される) 親の地位 (presumed parent status) を求めてい
る者が, 懐胎または出生の時から, 家族関係を結んでいる必要もない｡
｢推定上の (推定される) 親 (presumed father) という範疇が認められて
いるのは, 子および子の福祉への献身を行動で示している者は, 生物学上
の父であろうとなかろうと, 父子関係を推定されてしかるべき地位にある
からである
(57)
｣｡ したがって, 子との家族関係を確立し, 子および子の福祉
への献身を行動で示しているドナーは, たとえ, 子との生物学上のつなが
りに基づき父子関係を確認できないとしても, 推定上の親 (presumed par-
ent) と認定される可能性を持つのである｡ このような目的を考慮に入れ
て, 7613条を解釈すれば, これは, ドナーは子との生物学上のつながり
に基づき父子関係を確認できないことを定めているにすぎないことになる｡
ドナーは, 家族関係を証明することによって, 7611条にもとづき推定上の
親であることの確認を求めることができる｡ この解釈により, それぞれの
規定の実効性が維持され, またそれぞれの目的を促進させることもできる
ようになる｡
また, 意図されていなかった, あるいは常識に反していると言われうる
結果を導く解釈を避けることもできる｡ たとえば, 未婚のカップルが自然
懐胎を試みたものの失敗に終わり, 男性の精子を用いた生殖補助により懐
胎できた場合を想定してみよう｡ 彼らは懐胎後だが子の出生前に婚姻し,
共に子を養育していた｡ 数年後, 離婚し, 単独で子を監護する余裕がなかっ
たので, 母は元夫に子の扶養料 (child support) の支払いを求めた｡ 7613
条をＹのように解釈すれば, 母の元夫は, ドナーなので子を扶養する義
務を負わず, 7611条に基づき子の推定上の親であるとも認定されえない｡
子の出生時に母と婚姻関係にあり, 自身の子として養育していても, そう
なる｡ 議会が, このような結果を意図していたはずがない｡
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母が, ひとり親になることを希望するならば, ドナーに父子関係の推定
が生じないように行動する必要がある｡ 7611条が父子関係を推定させるた
めに要求しているのは, ｢家族 (familial)｣ に相当する関係である｡ した
がって, 母は, ドナーと子との接触を制限し, 両者の関係が推定上の親と
子の関係に相当する水準にまで高まらないようにすることで, 父子関係の
推定を妨げることができる｡ ドナーは, 7611条に規定されている条件をみ
たす場合にのみ, 子との関係の ｢維持｣ を求め得るにすぎないからである｡
そのような関係がない場合, 子との生物学上の関係を ｢確認する｣ 機会を
求めて請求を行う権利を, ドナーは有さない｡
本件で, Ｘには, 7611条にもとづき, Ａの推定上の親であることを立
証するに足る証拠を提示する機会が与えられるべきであった
(58)
｡
(４) 考察
以上のように, 本件は, Steven S. v. Deborah D. 事件での判断を踏襲せ
ず, 7613条は, ドナーが, 7611条にもとづき ｢推定上の (推定される)
父｣ になることを妨げるものではないとの結論にいたった｡
この結論は, K.M. v. E.G.事件のそれを踏襲したかのようにも見える｡
しかし, 注意深く読めば, 両者は重要な点で異なる解釈を展開しているこ
とがわかる｡ それは, 当事者の出生後の行動を, 親子関係の決定にあたっ
て, 考慮するのかしないのか, するとすれば, どの程度するのか, という
点についてである｡
K.M. v. E.G.事件では, 7613条の適用を免れ, ドナーと子との間に親
子関係を発生させるには, 配偶子を提供する時点で, 当事者に生まれてく
る子を ｢共同の家｣ で養育する意思があり, ドナーはその前提で配偶子を
提供したという事実がなければならないとされた｡ つまり, 親子関係の決
定にあたって, 主として考慮されるのは, 配偶子を提供する時点での意思
を明らかにする行動だった｡ しかし, 本件では, そのような限定が取り払
われている｡ それゆえ, 配偶子提供時の意思がどのようなものであれ, 出
生後に ｢子を家に迎え入れ｣, ｢実子であるかのように扱っていた｣ ことを
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立証しさえすれば, 親子関係が推定される余地を認めたことになった｡ も
はや, 必ずしも懐胎前または出生前の意思または合意の存在を立証する必
要はなくなったのである
(59)
｡
また, 本件は, 父子関係を推定させるのは, K.M. v. E.G.事件で示され
た ｢共同の家｣ で養育する意思の存在ではなく, 子との間に ｢家族関係｣
が生じていることであるとし, 母との同居は必須の条件ではないとした
(60)
｡
本件の事実関係からして, Ｙが, 出生前に, ひとり親になる意思を有し
ていたとの供述には信憑性がある｡ しかし, 出生後の彼女の行動は, Ｘが
子の生活に関与するという事態を招いただけでなく, 彼がＡとの関係を構
築することを妨げるものではなかった｡ 実際, Ｘは, Ａが２ヶ月のときに,
２人の関係が進展し, ＸのＡへの愛情が高まりつつあることを認めるメー
ルを, Ｙがいとこに送っていたと主張している
(61)
｡ それゆえ, Ｙは, ＸとＡ
との関係が ｢家族｣ に相当する関係に発展し, 推定上の親と子の関係とみ
なされる水準に到達しないようにする努力を怠ったとする控訴審の結論自
体は首肯できる｡ そのような関係が存在する以上, あえて破壊する必要は
なく, 維持することが, 子の福祉に適うと考えられるからである｡ その限
りで, 出生前の意思のみによって親子関係の成否を決するのではなく, 出
生後の行動を重視するという方向性は, 子の立場からは望ましいと考えら
れる｡
他方で, ｢家族 (family)｣ と ｢親 (parent)｣ は同義ではない｡ 叔母, 叔
父およびいとこは ｢家族｣ であるが, 法的には, ｢親｣ とは全く異なる取
り扱いを受ける
(62)
｡ ドナーが, 実際に親の重責を果たしており, 子もそのこ
とを認識しているならば
(63)
, 出生前の意思ではなく, 現に存在する関係を法
的に承認することが望ましい
(64)
｡ すでに確立されている親子の絆を断つため
に, ｢法は, 親がもともとの意思に依拠することを認めるべきではない
(65)
｣｡
それは, 子の福祉を促進することには決してならないからである｡ しかし,
出生後, その子を自宅に受け入れていること, および自身の子として扱っ
ているかのような外観をつくりだすことにより, 出生前に表明していた親
にならない意思に拘束されなくなることを認めれば, あまりにもたやすく
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提供条件を反故にできることになってしまわないか｡ たとえば, 自身が子
の生物学上の父であることを他者に宣言したえうえで, 母を説得し, 子を
自宅に訪問させることができれば, 親としての役割をはたしていなくとも,
そのような外観をつくりだすことはできる
(66)
｡ そのような場合にも, 親子関
係を認めることが, 子の最善の利益になるのか｡ なお検討を要するところ
と思われる｡
(５) その後の展開
この判決は, 大きな反響を呼び, 多方面からの懸念や批判を招くことに
なった
(67)
｡ 出生後の行動が重要になることから, 懐胎時の意思を信頼し, シ
ングル・マザーおよび同性カップルが築いてきた家族の一体性やそれらの
親権が侵害されるおそれがあると受け止められたからである
(68)
｡
ところで, 2015年, カリフォルニア州議会は, 7613条を次のように大
幅に改正することにした｡
｢ 認定内科医および外科医または認定精子バンクに, 配偶者以外の
女性の生殖補助に使用される精子を提供したドナーは, 法律上, それ
により懐胎した子の実親ではなかったかのように扱われる｡ ただし,
子の懐胎前に, ドナーと女性が署名した書面で, 別段のことが合意さ
れている場合は, この限りでない｡
 前項の定めによらず, 認定内科医および外科医または認定精子バ
ンクに精子が提供されていない場合, 配偶者以外の女性の生殖補助に
使用される精子を提供したドナーは, 次のいずれかにあたる場合, 法
律上, それにより懐胎した子の実親ではなかったかのように扱われる
ものとする｡
 懐胎前に, ドナーと女性が, ドナーが親にならないことを, 署
名入りの書面で合意している｡
 子が生殖補助により懐胎されたこと, および, その子の懐胎前
に, 女性とドナーが, ドナーは親にならないとの合意を口頭で行っ
ていたことを, 裁判所が明確かつ説得力のある証拠により認定す
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る｡
 およびは, 男性と女性が, 子の懐胎前に署名した書面であっ
て, 男性が親になることを意図していたと記載するものにしたがい,
男性の配偶者以外の女性による生殖補助に使用される精子を提供した
男性には適用されない｡｣
は従来通りであり, ドナーの配偶者以外の者に精子が提供され, 医師
が生殖補助を行う場合, 懐胎前に別段の合意がない限り, ドナーは親では
ないとみなされる｡
は, 新たな規定であり, ドナーの配偶者以外の者に精子が提供され,
医師が生殖補助を行わない場合であっても, 次のいずれかに該当すれば,
ドナーは親ではないとみなされる｡
・ 当事者が, 懐胎前に署名した書面で, ドナーは親にならないことを
定めていた｡
・ 書面がない場合, 裁判所が, その旨を示すに足る証拠を認定する｡
このように, 改正の主眼は, 認定医または精子バンクを利用しない在宅
授精の場合に, ドナーはいかなる法的地位におかれるのかを明らかにする
ことだった｡ 従来は, 生物学上のつながりから, 法律上, 実親にあたると
みなされる可能性が非常に高かった｡ しかし, 主として金銭上の理由から,
在宅授精の利用者は増加している｡ そしてたとえば, 同性カップルが, 既
知のドナーが提供した配偶子により懐胎を試みる場合, ドナーにその子の
親になる意思がなかったとしても, 法律上は, 認定医や精子バンクを利用
していないために, 親とみなされることになる｡ そのような事態を回避す
るために, が新設されたのである｡ この規定により, ｢法的安定性と高
額の不妊治療を受ける余裕のない低所得家族の子が保護されることになる｣
とされる
(69)
｡
改正の目的が以上の点にあること, に変更はないこと, そして新設の
でも, 懐胎前の意思を基準にドナーの法的地位を決定することが明文で
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定められていることから, 議会はひとまず懐胎前の意思よりも出生後の行
動を優先するとの方針を採らなかったと解される｡ ふたたび司法にボール
は投げられた｡ この改正を受けて, 司法はどのような判断を下すのだろう
か｡ 注目されるところである｡
４. 日本法への視座
日本では, 日本産科婦人科学会を中心とした医師の自主規制の下で, 生
殖補助医療施術が行われてきた｡ このような施術により生まれた子の福祉
をめぐる問題が顕在化しているにもかかわらず
(70)
, 法律による規制はいまだ
になされていない｡ もっとも, 法制化に向けての取り組みは断続的に行わ
れており, ｢はじめに｣ でもふれたように, 現在, 政府与党は特例法案の
提出を目指している｡
ここでは, その代表例である厚生科学審議会生殖補助医療部会による作
業と, 法制審議会生殖補助医療関連親子法制部会の作業によりながら, 日
本において, ドナーの法的地位はどのように考えられてきたのかを確認し
ておきたい｡
法制審議会生殖補助医療関連親子法制部会による ｢精子・卵子・胚の提
供等による生殖補助医療により出生した子の親子関係に関する民法の特例
に関する要綱中間試案
(71)
｣ は, ｢生殖補助医療のため精子が用いられた男性
の法的地位｣ について, 次のように述べている｡
｢１ 制度枠組みの中で行われる生殖補助医療のために精子を提供し
た者は, その精子を用いた生殖補助医療により女性が懐胎した子を
認知することができないものとする｡
 民法第787条の認知の訴えは, に規定する者に対しては, 提
起することができないものとする｡
２ 生殖補助医療により女性が子を懐胎した場合において, 自己の意
に反してその精子が当該生殖補助医療に用いられた者についても,
１と同様とするものとする｣｡
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１にいう ｢制度枠組み｣ は, 厚生科学審議会生殖補助医療部会 ｢精子・
卵子・胚の提供等による生殖補助医療制度の整備に関する報告書
(72)
｣ が示す
生殖補助医療制度の枠組みをいう｡ 同報告書によれば, 生殖補助医療を受
けることができる者は, ｢子を欲しながら不妊症のために子を持つことが
できない法律上の夫婦｣ に限られる｡ ｢生まれてくる子の親の一方が最初
から存在しない, 生まれてくる子の法的な地位が不安定であるなど生まれ
てくる子の福祉の観点から問題が生じやすい｣ ので, 法律上の夫婦以外の
独身者や事実婚のカップルは, この制度枠組みの中では対象外とされた｡
また, 精子・卵子・胚の提供を受ける側が提供者の選別を行う可能性があ
ること, および, 提供を受けた夫婦と提供者とが顕名の関係になると, 両
者の家族関係に悪影響を与える等の弊害が予想されることから, 精子・卵
子・胚を提供する場合には匿名とするとされている｡
また, 本試案第１は, 試案第２にしたがって父が定まらない場合に問題
となる (注１)｡ 試案第２は, ｢妻が, 夫の同意を得て, 夫以外の男性の精
子 (その精子に由来する胚を含む) を用いた生殖補助医療により子を懐胎
したときは, その夫を子の父とするものとする｣ としている｡ この場合,
嫡出父子関係が発生するので, 認知の問題は起こりえない
(73)
｡
このような前提のもと, 本試案第１は, 次のような理由により, 制度枠
組みの中で行われる生殖補助医療のために精子を提供した者について, 任
意認知および認知の訴えがいずれもできないこととしている｡
① 制度枠組みは, 匿名の第三者が精子等を提供することにより, 不妊
症の夫婦が子を設けることができるようにするものである｡ それゆえ, 提
供者である第三者が父となることは, 制度の趣旨に反する｡
② 精子提供者は, 出生した子の父となる意思を有していない｡ 将来,
認知の訴えにより父子関係が形成され得るとすることは, 提供者の意思に
反する｡ その可能性を認めれば, 提供者の法的地位は不安定なものとなり,
精子の提供そのものを躊躇させることになりかねない
(74)
｡
③ 匿名の第三者であることが予定される精子提供者からの認知を認め
れば, 母子間の家庭の平和が害され, 子の福祉に反するおそれが生じう
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る
(75)
｡
したがって, たとえ, 制度枠組みの中で行われる医療のために提供した
精子が, 手続上の過誤等により, 制度枠組み外の医療に用いられた場合で
あっても, 提供者は父とはならない｡ また, 所管官庁の長による指定を取
り消された医療施設に精子を提供した者も, 取消しの事実を知らず, 制度
枠組みの中で行われる医療のために提供したとの認識があった場合には,
父とはならない
(76)
｡
本試案第２により, 配偶者間の生殖補助医療のため精子を提供したが,
他人の妻の懐胎に用いられた場合や, 生殖補助医療に用いる意思がなかっ
たにもかかわらず, その精子が女性の懐胎に用いられた場合も, 精子提供
者は父にならない｡ これも上記①から③までの理由による
(77)
｡ ここでの ｢生
殖補助医療｣ は, 制度枠組みの中で行われるものに限定されないが, ２の
規律対象は嫡出でない父子関係の成否なので, 妻が夫の精子によって懐胎
した場合には適用されない (注３)｡
ただし, 意思に反して用いられた精子が, 夫以外の男性の精子からなる
子を妻が懐胎・出産する精子提供型の生殖補助医療に用いられた場合, 本
試案第１の精子提供者に該当しないことから, 当該生殖補助医療に対す
る夫の同意がない事例では, 認知による父子関係の成否が問題となるとさ
れる
(78)
｡ たとえば, 次のような場合である｡ 法律上の夫婦だった者が, 配偶
者間人工授精または体外受精を行うことに合意し, 夫がそのために精子を
提供した｡ その後, 夫は同意を撤回し, 離婚することになった｡ しかし,
元妻は元夫の精子を用いて非配偶者間人工授精または体外受精を行い, 懐
胎した｡ このとき, 元妻が再婚しており, 現夫がこれらの生殖補助医療を
受けることに同意していない場合, 現夫との間には嫡出父子関係が発生し
ないことになる｡ それでもなお, 元夫は認知により父子関係を発生させる
ことができないのか｡ 種々の意見が出されたようであるが, 結局は, 元夫
が任意認知を望むならば, それは ｢自己の意に反しなかった｣ ということ
になるという意見に支持が集まった｡ つまり, 提供時には想定していなかっ
たという意味で, ｢自己の意に反する｣ としても, その後の事実関係から,
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結果的に ｢自己の意に反しなかった｣ ことになる可能性はあり, その場合,
元夫が認知により父子関係を発生させることは妨げられない
(79)
｡
この考え方は, Jason P. v. Danielle S. 事件控訴審判決の理論構成に通ず
るところがある｡ ともに提供時の意思には反するものの, 出生後の行動を
重視して, 親子関係が発生しうることを認めているからである｡
いずれにしろ, この試案は, ドナーには親になる意思がないことを前提
に作成されている｡ ｢はじめに｣ でふれたように, 政府与党の法案も, こ
の考え方を踏襲していると思われる｡ 匿名のドナーを前提にしている制度
枠組みとの整合性を保つためには, ここから出発せざるをえない｡ しかし,
AID子の場合にも, 養子と同様に出自の問題があること, 諸外国の状況か
ら, 匿名性を解除しても精子提供者を確保できることが明らかになるにつ
れ, 徐々に出自を知る権利が承認されるようになっている
(80)
｡ 精子提供者が
医療機関を介さず在宅授精を試みる者や既知のドナーの出現など, 試案作
成時には想定されていなかった事態が多数出現している｡ 日本でも, 未婚
女性がインターネットを介し匿名での精子提供を受け, 在宅授精が行われ
ている実態が報道されているように
(81)
, 遅かれ早かれカリフォルニア州と同
様の事態に直面することになろう｡ その背景には, ｢シングル女性やレズ
ビアン女性がシングル・マザーとして, またレズビアン・マザーとして子
を持つことを望んでいるにもかかわらず, 彼女たちが生殖補助医療を利用
することができない現状｣ が指摘されている
(82)
｡ さらに, 日本産科婦人科学
会は, 体外受精・胚移植およびヒト胚および卵子の凍結保存と移植の対象
となる被実施者を法律上の夫婦に限定していたが, 事実上の夫婦にも拡大
する会告を公表するにいたっている
(83)
｡ 制度枠組みも含めて, 法制化にあたっ
ては, こうした新たな事態にも十分配慮し, ドナーの法的地位を考えてい
かなければならない｡ カリフォルニア州がたどってきた過程は, その意味
で示唆に富み, 参考にするべきところも少なくないと考える｡
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５. お わ り に
生殖補助医療の当事者の親子関係は, 原則として, 懐胎前の当事者の意
思に基づき決定されるべきであると考えられてきた
(84)
｡ これにより, 当事者
の自律性を尊重しながら, 生殖補助医療に関与する者が果たす役割につい
て, 法的安定性を確保することができるようになるので, 当事者は安心し
て生殖補助により懐胎することを選択できるようになる
(85)
｡ さらに, 子に責
任を負う者を, 安定的に確保できるようになるので, 子の利益にもかなう｡
当事者の意思に基づき親子関係を設定することは, 責任のある養育, 子を
中心とした親業を促進することになる
(86)
｡
しかし, 懐胎前の意思に基づき親子関係を決定することが, つねにこの
ような望ましい結果をもたらすとは限らない
(87)
｡ 例外を一切認めなければ,
うまく機能していた現実を無視し, 当事者を不公平に扱うことになりかね
ない｡ その結果, 子に好ましくない効果が生じれば, 本末転倒である
(88)
｡
カリフォルニア州の家族法7613条は, 文字通りに解すれば, 認定医に,
妻以外の女性の生殖補助医療に使用される精子を提供したドナーは, 親に
なれないとする規定だった｡ Steven S. v. Deborah D.事件での判断は, そ
の文意に忠実にしたがった解釈に基づくものだったと言える｡ しかし, た
とえ法律上はそうであれ, ドナーが子の生活に関わる場合, 両者の間には
尊重に値する関係が創設されうる｡ そのとき, 懐胎前の当事者の意思によ
らず, 出生後のドナーの行動に基づき, ドナーと提供配偶子により懐胎し
た子との間に親子関係を認めるべきであるか否かという問題が生ずる｡ 法
は, 意思に基づき親であること intent-based parenthood と親としての役割
をはたすことで親になること functional parenthood のどちらを優先するべ
きなのか
(89)
｡ Steven S. v. Deborah D.事件以降の事例は, このことを念頭に
おき, いかにして妥当な, 子の最善の利益を達成できるような結果をもた
らすことができるかを模索してきたように思われる｡
わが国でも, 親子関係を決定する出発点として, 懐胎前の意思を基準に
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すること自体は問題がない｡ 法制化にあたって, もっとも重要なのは, 例
外を誰にどのような基準で認めるかということになる｡ カリフォルニア州
のような規律方法は一考に値するだろう｡ すなわち, 認定医療機関を通じ
て行う場合とそうでない場合とを分け, 前者については親子関係が発生し
ないことを原則とし, 後者については親子関係の発生を原則とし, そして,
いずれも, 合意がある場合を例外とする｡ さらに, functional parenthood
の概念が子の最善の利益を実現する手段たりえるならば, 出生後の行動か
ら, ｢ドナーが親としての役割をはたし, 子もドナーを親として認めてい
る場合は, この限りではない｡｣ との但書きを置くことを検討してもよい
のではないか
(90)
｡
いずれにしろ, 子は天からの授かりものである｡ どのような過程であれ,
この世に生を受ける限りは, 健やかに成長できる仕組みを設けなければな
らない｡ それは立法の任に携わる者の責務である｡ 金銭上の理由や性的指
向により, 医療機関を利用することができず, 自ら生殖補助を施すことで
しか, 子を授かりたいとの希望をかなえることができない者がいるならば,
公的扶助を充実させるなどの施策を考える必要がある｡ 子に罪はない｡
｢家族の形成は, 新たな技術の進展にともない変化し続けており, 多く
の選択肢が生まれている｡ 法も, これらの変化を反映し, 改善されなけれ
ばならない
(91)
｣｡ 立法者には, このことを厳に忘れることなく, 速やかにか
つ慎重に作業に取り組むことが求められている｡
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